






































































































































































































































































































































































改正案では，第 24 条第 1 項が削除されていた
が，園長を中心とした全国の保育者の運動等
もあり，削除を免れた。
・児童手当法：あまり問題にされていないが，大
きく変わった。管轄，財源共に内閣府となった。
・児童手当法の改正によって，児童館への補助金
（児童手当拠出金）等が廃止。それに伴い，
国立児童館である「子どもの城」も 2013 年度
末で閉館することとなった。今後，児童館事
業の縮小が予想される。（児童館は地域子育て
支援事業からも除かれている）
４．公定価格
・公定価格については 2013 年度末にかけて，議
論されていく予定。
・給付の算定にあたって，当初考えられていたの
は，介護保険制度をモデルとした，「包括的な
報酬体系」。この方法では，給付費の中に積み
上げられた対象項目が必ずしも明確ではない
ため，他の補助事業との組み合わせ等がしに
くくなる。
・現行の「個別費目積み上げ方式」が望ましい。
これに対しては，国には算定基準を明示して
もらわなければならないが，今後議論されて
いくのか。動向を見守る必要がある。
・保育所にかかわる市町村委託費の内容，実際の
運営を規定する項目が，法律には明記されて
いない（付則 6 条に文言だけはある）。制度に
位置づかなければ実施されない。政府省令の
中に，規定されるのか。今後の動向を見守る
必要がある。
・実は，児童福祉法に位置づいていた，保育所施
設整備の補助金等も廃止となる。
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　フロアからは，①保育所への「委託費」と「給付」
について，応諾義務についてはどのように異なる
のか，②保育時間について，入園式，運動会など，
保護者の就労と関係なく行う行事等の対応はどう
すればよいのか，③幼保連携型認定こども園にお
ける保育者の資格・免許（職名としての「保育教
諭」）について，④現在，幼稚園として運営の園が，
こども園に移行した場合，夏休みや冬休みの運営
はどのように変わるのか，⑤地方版「子ども・子
育て会議」に出席するにあたって，どのような点
に注意して出席・発言をすればよいのか，といっ
た質問やアドヴァイスを求める声があがった。
（長井）
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